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1. はじめに 

現在、地球温暖化による地球環境の大きな変動が世界的に懸念されている。2006年の London Protocol 1996 附属

書Ⅰの改正から 2008年と 2009年には EUでの Emissions Trading System指令の改正および Carbon Dioxide Capture 

and Storage（以下、CCS）指令の公布と続き、世界的に見ても地球温暖化対策の一つとして CCS が大きく注目されてい

る。我国では、CO2帯水層貯留を CCS の主流と位置付けているものの、二酸化炭素（以下、CO2）漏洩リスクを考慮した

場合、貯留規模が大きく制限されること、また低水深海域を貯留対象としているため漁業保障といった社会受容性の問

題を解決しなければならない。 

そこで、本研究では、我国における CCS ポテンシャルの拡大、また地中貯留における漏洩リスクの低減および社会

受容性の向上を図ることを目的として、ガスハイドレートを利用した新たな CO2地中貯留方法（以下、CO2ハイドレート貯

留）を提案し、提案した貯留法の実用化に向け、本貯留法の技術的問題点を解決し、貯留規模および経済性といった

貯留ポテンシャルを明らかにすることで本貯留法の実現可能性を検討する。 

 

2. CO2ハイドレート貯留の閉塞予想モデルの開発 

本研究では、本貯留法の技術的問題点であるハイドレート生成に起因する貯留層内での閉塞について、その回避方

法に CO2+N2混合ガスを用いることを提案している。まず、閉塞メカニズムを解明するために、ハイドレート生成を伴った

砂層における気液二相流動のモデル化を実施し、鉛直方向一次元の CO2ハイドレート貯留シミュレータを構築した。 

モデル化において、既往の研究では考えられていない（1）式に示す砂表面積を基にした砂層での水表面積を導入

し、この水表面において（2）式に示すハイドレート生成を考慮した。水表面には一定の割合でハイドレート膜に覆われ

ていない新規気液界面が出現しながら気液二相流動が生じるものとし、（2）式の右辺第 1項は新規気液界面から生じる

ハイドレート生成を表し、また第 2項は水表面を覆ったハイドレート膜を CO2が拡散することで生じるハイドレート生成を

表している。ハイドレート生成による流動抵抗の変化は、砂層の絶対浸透率が変化するものとし、（3）式を用いて算出し

た。（3）式の Nは既往の研究を参考にして 24.5 とした。 

水飽和砂層への CO2 圧入実験で確認した閉塞現象（差圧上昇）について、構築した貯留シミュレータを用いて感度

解析を実施し、全水表面に対する新規気液界面の割合 xを 0.0015、反応管への熱伝達係数 htを 313 W/m
2
/K とするこ

とで、Fig. 1に示す計算結果が得られた。Fig. 1は、内径 0.05 m、長さ 0.2 mの反応管内部に作成した水飽和砂層に上

端より CO2を 300 Nml/min で圧入した際のハイドレート生成による反応管の差圧変化および反応管下端からの排出水

量変化の実験結果と計算結果を示している。また、Fig. 2には、同条件において CO2圧入から約 19 min後の砂層での

水・ハイドレート飽和率分布と差圧分布の計算結果を示す。ハイドレート生成による差圧上昇、排出水量および平均ハ

イドレート飽和率（0.17）の実験結果と計算結果はほぼ一致し、本モデルの妥当性が確認された。数値シミュレーション

より、閉塞現象は、移動するガスフロントにおいて、新規気液界面から生じるハイドレート生成に起因し、流動する間隙

水から大量のハイドレートが局所的に生成することで差圧が大きく上昇することが明らかとなった。 

次に、N2混入による閉塞回避方法について、CO2+N2圧入シミュレーションを実施し、その効果を確認した。Fig. 3 に、

CO2+N2圧入から約70 min後の砂層でのハイドレート飽和率分布、差圧分布および気相CO2濃度分布の計算結果を示

す。N2混入により、反応管下端に向けてハイドレート飽和率が極端に減少し、差圧が大きく上昇しないことが確認できた。

これは、CO2溶解およびハイドレート生成に気相のCO2が消費されることで気相CO2濃度に分布ができ、ガスフロントに



向けて熱力学的生成阻害剤となるN2の高濃度領域が形成されたためである。N2濃度が高くなることでハイドレートの平

衡圧力がより高圧側へシフトし、閉塞の原因となるガスフロントにおけるハイドレート生成が極端に抑制されることが分か

った。よって、N2混入による閉塞回避の妥当性を確認することができた。 
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3. CO2ハイドレート貯留システムの基本設計 

600 MW級石炭火力発電所 1基から排出される 20年間分の CO2排出量を水深 1000 mの海域にハイドレートとして

貯留することを想定し、本貯留法に適した CO2回収、CO2輸送および CO2圧入の三つのシステムについて基本設計を

行った。基本設計を実施するにあたり、ハイドレート生成に起因する閉塞を回避するためにCO2+N2混合ガスを用いるこ

とを前提としている。 

CO2 回収システムでは、火力発電所からの排ガスの一部をアミン系吸収液による化学吸収法で回収した CO2 にバイ

パスし、CO2+N2混合ガスを得ることを想定した。次に、CO2輸送システムでは、水深 1000 mの海底まで 200 kmの海底

パイプラインで混合ガスを液化せずに輸送することを想定した。最後に、CO2圧入システムでは、水深 1000 m以上でも

適用可能なSPARを海上プラットフォームに用いて混合ガスを海底から深度500 m以内の海底堆積層に圧入することを

想定した。 

 

4. CO2ハイドレート貯留の貯留規模評価 

容積法より、（4）式に提案する貯留規模概算式を用いて、日本周辺海域に卓越したタービダイト砂泥互層の砂層部

分にハイドレートとして貯留可能な CO2貯留量を概算した。貯留層面積は水深約 1000 mの海底の分布面積とし、また

貯留層厚さは水深 1000 m以上でも液化しないようN2濃度 40-50 %の混合ガスを圧入することを想定した際のハイドレ

ートの生成可能な深度から0.25 kmとした。南海トラフ海域で実施された基礎試錐より、砂層分布率を5-20 %、砂層間隙

率を 45-55 %、砂真密度を 2.65-2.75 g/cm
3、含水比を 10-20 %、ハイドレート水和数を 7.3、CO2ケージ占有率を 0.85、

CO2貯留率を 1として、日本周辺海域における本貯留法の貯留規模は 19.6-199 Gt-CO2と概算された。これは、2008年

度の我国における CO2排出量（1.3 Gt-CO2）の 15年分以上を貯留できる規模である。 

帯水層貯留の貯留規模は、低漏洩リスクの帯水層で 30.1 Gt-CO2、日本周辺海域における全帯水層で 146 Gt-CO2と

評価されている。よって、本貯留法は、帯水層貯留と比較しても、同等以上の貯留規模を持つことが明らかとなり、十分

な貯留規模を有することが示唆された。 
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5. CO2ハイドレート貯留の経済性評価 

貯留システムの基本設計を基に、各システムでの初期投資費用と年間運転費用を概算し、1 t-CO2あたりのコストを算

出して経済性評価を行った。 

CO2回収コストは 5400-5800円/t-CO2（N2濃度 40-50 %）となり、帯水層貯留では 6600円/t-CO2となる概算結果が得ら

れた。本貯留法の回収コストは帯水層貯留より 12-18 %安くなることが分かった。CO2輸送コストは 2900-3300 円/t-CO2

（N2濃度 40-50 %）となり、帯水層貯留では CO2液化輸送を想定し 3300円/t-CO2（CO2液化コスト 1000円/t-CO2）となる

概算結果が得られた。本貯留法の輸送コストは帯水層貯留より最大約 12 %安くなることが分かった。CO2 圧入コストは

2200-2400円/t-CO2（N2濃度40-50 %）となり、帯水層貯留では1600円/t-CO2となる概算結果が得られた。帯水層貯留で

は、低水深に適した安価な FPS を用いることで固定費が削減され圧入コストが安くなる結果となった。本貯留法の圧入

コストは帯水層貯留より 37-48 %高くなることが分かった。 

以上の結果より、本貯留法の CO2貯留コストは、N2濃度増加による CO2回収コストの減少分と CO2輸送コストの増加

分がほぼ等しくなり、N2濃度によらず、約 11000円/t-CO2となることが分かった。帯水層貯留では約 11500円/t-CO2とな

り、本貯留法は帯水層貯留とほぼ同等の貯留コストとなる結果が得られた。Fig. 4より、全体の貯留コストの内、CO2回収

システムでの蒸気供給費と全固定費がそれぞれ約 30 %を占めることが分かった。余剰蒸気を利用し、年経費率が低い

条件では、貯留コストは6200-6600円/t-CO2（N2濃度40-50 %）となる結果が得られた。よって、本貯留法は、帯水層貯留

と比較して、同等の経済性を有することが分かり、経済的に実現可能性が十分高いことが示唆された。 

 

6. 結論 

本研究では、本貯留法の技術的問題点である閉塞について、数値シミュレーションより、そのメカニズムを明らかにし、

またN2混入による閉塞回避の妥当性を確認した。また、本貯留法の貯留規模および経済性について評価し、現在我国

で計画中の帯水層貯留と同等以上の貯留ポテンシャルを有することが明らかとなった。よって、本研究で提案する CO2

ハイドレート貯留の実現可能性は、技術的にも経済的にも十分高いことが示唆された。 

今後の課題としては、本研究で構築した CO2 ハイドレート貯留シミュレータを三次元に拡張し、実際の貯留海域を模

擬した大規模貯留シミュレーションを実施して、貯留規模および経済性の評価を改めて行う必要がある。 
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Fig. 1 水飽和砂層への CO2圧入における実験結果と計算結果 

（a） 反応管の差圧 

（b） 反応管下端からの排出水量 

（初期温度 : 275.15 K、初期圧力 : 3.1 MPa、圧入流量 : 300 Nml/min） 
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Fig. 2 水飽和砂層への CO2圧入における計算結果（圧入から約 19 min後） 

（a） 水・ハイドレート飽和率分布 

（b） 差圧分布 

（初期温度 : 275.15 K、初期圧力 : 3.1 MPa、圧入流量 : 300 Nml/min） 
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Fig. 3 水飽和砂層への CO2+N2圧入における計算結果（圧入から約 70 min後） 

（a） ハイドレート飽和率分布と差圧分布 

（b） 気相 CO2濃度分布 

（初期温度 : 275.15 K、初期圧力 : 4 MPa、圧入流量 : 105 Nml/min） 
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Fig. 4 N2濃度 40 %の CO2+N2混合ガスを用いた場合の本貯留法の CO2貯留コストの内訳 


